
○宇治市個人番号の利用に関する条例施行規則  

平成３０年１２月２８日  

規則第６５号  

（趣旨）  

第１条  この規則は、宇治市個人番号の利用に関する条例（平成２

７年宇治市条例第３２号。以下「条例」という。）の施行に関し

必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この規則において使用する用語の意義は、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

２５年法律第２７号）において使用する用語の例による。  

（条例別表第１の規則で定める事務）  

第３条  条例別表第１の生活に困窮する外国人に対する生活保護の

措置に関する事務であつて規則で定めるものは、生活に困窮する

外国人に対する生活保護の措置について（昭和２９年５月８日社

発第３８２号厚生省社会局長通知。以下「昭和２９年厚生省社会

局長通知」という。）の定めるところにより生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）の規定を準用して生活に困窮する外国人に対

して実施する保護の措置に関する事務（以下「外国人生活保護関

係事務」という。）であつて、次の各号に掲げるものとする。  

⑴  生活保護法第１９条第１項の規定を準用して行う保護の実施

に関する事務  

⑵  生活保護法第２４条第１項の規定を準用して行う保護の開始

若しくは同条第９項の規定を準用して行う保護の変更に係る申

請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に

対する応答に関する事務  

  ⑶  生活保護法第２５条第１項の規定を準用して行う職権による

保護の開始又は同条第２項の規定を準用して行う職権による保

護の変更に関する事務  

  ⑷  生活保護法第２６条の規定を準用して行う保護の停止又は廃



止に関する事務  

  ⑸  生活保護法第２９条第１項の規定を準用して行う資料の提供

等の求めに関する事務  

  ⑹  生活保護法第５５条の４第１項の規定を準用して行う就労自

立給付金の支給に係る申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査又はその申請に対する応答に関する事務  

⑺  生活保護法第５５条の５第１項の規定を準用して行う進学準

備給付金の支給に係る申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査又はその申請に対する応答に関する事務  

⑻  生活保護法第５５条の８第１項の規定を準用して行う被保護

者健康管理支援事業の実施に関する事務  

⑼  生活保護法第６３条の規定を準用して行う保護に要する費用

の返還に関する事務  

⑽  生活保護法第７７条第１項又は第７８条第１項から第３項ま

での規定を準用して行う徴収金の徴収（同法第７８条の２第１

項又は第２項の規定を準用して行う徴収金の徴収を含む。）に関

する事務  

第４条  条例別表第１の小児慢性特定疾病児童等に対する日常生活

用具の給付に関する事務であつて規則で定めるものは、小児慢性

特定疾病児童等に対する日常生活用具の給付の申請の受理、当該

申請に係る事実についての審査又は当該申請に対する応答に関す

る事務とする。  

第５条  条例別表第１の身体障害者に対する医療費の支給に関する

事務であつて規則で定めるものは、障害者自立支援医療特別対策

事業に係る医療費（以下「特別対策事業に係る医療費」という。）

の支給の申請の受理、当該申請に係る事実についての審査又は当

該申請に対する応答に関する事務とする。  

第６条  条例別表第１の障害福祉に係るサービス等の利用者負担の

助成に関する事務であつて規則で定めるものは、次の各号に掲げ

る事務とする。  



（１）  軽度又は中等度の難聴児に対する補聴器の購入又は修理

に要する費用（以下「補聴器購入費等」という。）の助成の申

請の受理、当該申請に係る事実についての審査又は当該申請に

対する応答に関する事務  

（２） 重度の身体障害者等に対する住宅改修費に要する経費（以

下「障害者に対する住宅改修費」という。）の助成の申請の受

理、当該申請に係る事実についての審査又は当該申請に対する

応答に関する事務  

第７条  条例別表第１の母子家庭又は父子家庭に対する給付金の支

給に関する事務であつて規則で定めるものは、次の各号に掲げる

事務とする。  

（１）  ひとり親家庭の親又は児童に対する高等学校卒業程度認

定試験の合格を目指す講座の受講に係る給付金（以下「受講給

付金」という。）の対象講座の指定の申請の受理、当該申請に

係る事実についての審査又は当該申請に対する応答に関する事

務  

（２）  受講給付金の支給の申請の受理、当該申請に係る事実に

ついての審査又は当該申請に対する応答に関する事務  

第８条  条例別表第１の介護サービス等の給付に関する事務であつ

て規則で定めるものは、次の各号に掲げる事務とする。  

（１）  要介護認定又は要支援認定を受けていない高齢者に対す

る住宅改修に要する経費（以下「高齢者に対する住宅改修費」

という。）の助成の申請の受理、当該申請に係る事実について

の審査又は当該申請に対する応答に関する事務  

（２）  高齢者に対する家具等の転倒を防止する金具の購入に要

する費用（以下「金具購入費」という。）の助成の申請の受理、

当該申請に係る事実についての審査又は当該申請に対する応答

に関する事務  

（３）  一人暮らしの高齢者等に対する火災警報器（以下「火災

警報器」という。）の給付の申請の受理、当該申請に係る事実



についての審査又は当該申請に対する応答に関する事務  

（４）  一人暮らしの高齢者等に対する日常生活用具の給付又は

貸与（以下「高齢者に対する日常生活用具の給付等」という。）

の申請の受理、当該申請に係る事実についての審査又は当該申

請に対する応答に関する事務  

（条例別表第２の規則で定める事務及び特定個人情報）  

第９条  条例別表第２の中欄に掲げる生活に困窮する外国人に対す

る生活保護の措置に関する事務であつて規則で定めるものは、次

の各号に掲げる事務とし、当該事務を処理するために利用するこ

とができる同表の右欄に掲げる法別表第２の２６の項の第４欄に

掲げる情報であつて規則で定めるものは、当該事務の区分に応じ、

当該各号に定める特定個人情報とする。  

⑴  外国人生活保護関係事務に係る生活保護法第１９条第１項の

規定を準用して行う保護の実施に関する事務  次に掲げる情報  

ア  昭和２９年厚生省社会局長通知に基づき、生活保護法第６

条第２項の規定を準用して要保護者とされる外国人又は同条

第１項の規定を準用して被保護者とされた外国人（以下この

号において「要保護者等」という。）に係る医療保険各法又は

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

による保険給付の支給に関する情報  

イ  要保護者等に係る失業等給付関係情報  

ウ  要保護者等に係る職業訓練の実施等による特定求職者の就

職の支援に関する法律（平成２３年法律第４７号）第７条第

１項の職業訓練受講給付金の支給に関する情報  

エ  要保護者等に係る児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

第１９条の２第１項の小児慢性特定疾病医療費の支給に関す

る情報  

オ  要保護者等に係る児童福祉法第２０条第１項の療育の給付

の支給に関する情報  

カ  要保護者等に係る児童福祉法第２４条の２第１項の障害児



入所給付費の支給に関する情報  

キ  要保護者等に係る母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３

９年法律第１２９号）第１３条第１項、第３１条の６第１項

若しくは第３２条第１項又は同法附則第３条若しくは第６条

の資金の貸付けに関する情報  

ク  要保護者等に係る障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第６条

の自立支援給付の支給に関する情報  

ケ  要保護者等に係る難病の患者に対する医療等に関する法律

（平成２６年法律第５０号）第５条第１項の特定医療費の支

給に関する情報  

コ  要保護者等に係る生活保護法第１９条第１項に規定する保

護の実施、同法第２４条第１項の保護の開始若しくは同条第

９項の保護の変更、同法第２５条第１項に規定する職権によ

る保護の開始若しくは同条第２項に規定する職権による保護

の変更又は同法第２６条の保護の停止若しくは廃止に関する

情報（以下「生活保護実施関係情報」という。）、同法第５５

条の４第１項の就労自立給付金の支給に関する情報又は同法

第５５条の５第１項の進学準備給付金の支給に関する情報  

サ  要保護者等に係る児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３

８号）第４条第１項の児童扶養手当の支給に関する情報  

シ  要保護者等に係る母子及び父子並びに寡婦福祉法第３１条

（同法第３１条の１０において読み替えて準用する場合を含

む。）の給付金の支給に関する情報  

ス  要保護者等に係る特別児童扶養手当等の支給に関する法律

（昭和３９年法律第１３４号）第１７条の障害児福祉手当、

同法第２６条の２の特別障害者手当又は国民年金法等の一部

を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第９７条第

１項の福祉手当の支給に関する情報  

セ  要保護者等に係る道府県民税（地方税法（昭和２５年法律



第２２６号）第４条第２項第１号に掲げる道府県民税（個人

に係るものに限る。）をいう。）又は市町村民税（同法第５条

第２項第１号に掲げる市町村民税（個人に係るものに限る。）

をいう。）に関する情報（以下「市町村民税関係情報」という。） 

ソ  要保護者等に係る母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）

第２０条第１項の養育医療の給付又は養育医療に要する費用

の支給に関する情報  

タ  要保護者等に係る児童手当法（昭和４６年法律第７３号）

第８条第１項（同法附則第２条第４項において準用する場合

を含む。）の児童手当又は特例給付（同法附則第２条第１項の

給付をいう。）の支給に関する情報  

チ  要保護者等に係る介護保険法（平成９年法律第１２３号）

第１８条第１号の介護給付、同条第２号の予防給付若しくは

同条第３号の市町村特別給付の支給又は同法第１１５条の４

５の地域支援事業の実施に関する情報  

ツ  要保護者等に係る年金給付関係情報  

テ  要保護者等に係る特別障害給付金関係情報  

ト  要保護者等に係る年金生活者支援給付金関係情報  

ナ  要保護者等に係る特別支援学校への就学奨励に関する法律

（昭和２９年法律第１４４号）第２条の経費の支弁に関する

情報  

ニ  要保護者等に係る学校保健安全法（昭和３３年法律第５６

号）第２４条の援助の実施に関する情報  

ヌ  要保護者等に係る特別児童扶養手当等の支給に関する法律

第３条第１項の特別児童扶養手当の支給に関する情報  

ネ  要保護者等に係る労働施策の総合的な推進並びに労働者の

雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和４１年法

律第１３２号）第１８条第２号の求職者の知識及び技能の習得

を容易にするための給付金の支給（都道府県知事が行うものに

限る。）に関する情報  



ノ  要保護者等に係る地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第

１２１号）第２８条の休業補償、同法第２８条の２第１項の傷

病補償年金、同法第２９条第１項の障害補償年金又は同法第３

１条の遺族補償年金の支給に関する情報  

ハ  要保護者等に係る中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び

に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第１項及び第

３項の支援給付の支給の実施、中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正

する法律（平成１９年法律第１２７号。以下このハにおいて「平

成１９年改正法」という。）附則第４条第１項の支援給付の支

給の実施並びに中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成

２５年法律第１０６号。以下このハにおいて「平成２５年改正

法」という。）附則第２条第１項の規定によりなお従前の例に

よるものとされた平成２５年改正法による改正前の中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律（以下このハにおいて「旧法」という。）第１４条第

１項の支援給付、平成２５年改正法附則第２条第２項の規定に

よりなお従前の例によるものとされた旧法第１４条第３項の

支援給付及び平成２５年改正法附則第２条第３項の支援給付

の支給の実施、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律第１４条第４項（平成１９年改正法附則第４条第２項に

おいて準用する場合を含む。）並びに平成２５年改正法附則第

２条第１項及び第２項の規定によりなお従前の例によるもの

とされた旧法第１４条第４項の規定によりその例によるもの

とされる生活保護法第２４条第１項の開始若しくは同条第９

項の変更、同法第２５条第１項の職権による開始若しくは同条

第２項の職権による変更又は同法第２６条の停止若しくは廃



止に関する情報  

ヒ  要保護者等に係る公的給付支給等口座登録簿関係情報  

⑵  外国人生活保護関係事務に係る生活保護法第２４条第１項の

規定を準用して行う保護の開始又は同条第９項の規定を準用し

て行う保護の変更の申請に係る事実についての審査に関する事

務  前号に掲げる情報  

⑶  外国人生活保護関係事務に係る生活保護法第２５条第１項の

規定を準用して行う職権による保護の開始又は同条第２項の規

定を準用して行う職権による保護の変更に関する事務  第１号

に掲げる情報  

⑷  外国人生活保護関係事務に係る生活保護法第２６条の規定を

準用して行う保護の停止又は廃止に関する事務  第１号アから

ハまでに掲げる情報  

⑸  外国人生活保護関係事務に係る生活保護法第６３条の規定を

準用して行う保護に要する費用の返還に関する事務  第１号ア

からハまでに掲げる情報  

⑹  外国人生活保護関係事務に係る生活保護法第７７条第１項又

は第７８条第１項から第３項までの規定を準用して行う徴収金

の徴収（同法第７８条の２第１項又は第２項の規定を準用して

行う徴収金の徴収を含む。）に関する事務  第１号アからハまで

に掲げる情報  

第１０条  条例別表第２の中欄に掲げる小児慢性特定疾病児童等に

対する日常生活用具の給付に関する事務であつて規則で定めるも

のは、小児慢性特定疾病児童等に対する日常生活用具の給付の申

請に係る事実についての審査に関する事務とし、当該事務を処理

するために利用することができる同表の右欄に掲げる地方税関係

情報又は生活保護関係情報であつて規則で定めるものは、当該申

請をした者又はその者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税

関係情報又は生活保護実施関係情報とする。  

第１１条  条例別表第２の中欄に掲げる身体障害者に対する医療費



の支給に関する事務であつて規則で定めるものは、特別対策事業

に係る医療費の支給の申請に係る事実についての審査に関する事

務とし、当該事務を処理するために利用することができる同表の

右欄に掲げる地方税関係情報又は生活保護関係情報であつて規則

で定めるものは、当該申請をした者又はその者と同一の世帯に属

する者に係る市町村民税関係情報又は生活保護実施関係情報とす

る。  

第１２条  条例別表第２の中欄に掲げる障害福祉に係るサービス等

の利用者負担の助成に関する事務であつて規則で定めるものは、

次の各号に掲げる事務とし、当該事務を処理するために利用する

ことができる同表の右欄に掲げる地方税関係情報又は生活保護関

係情報であつて規則で定めるものは、当該事務の区分に応じ、当

該各号に定める特定個人情報とする。  

（１）  補聴器購入費等の助成の申請に係る事実についての審査

に関する事務  当該申請をした者又はその者と同一の世帯に属

する者に係る市町村民税関係情報  

（２）  障害者に対する住宅改修費の助成の申請に係る事実につ

いての審査に関する事務  当該申請をした者又はその者と同一

の世帯に属する者に係る市町村民税関係情報又は生活保護実施

関係情報  

第１３条  条例別表第２の中欄に掲げる障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

による地域生活支援事業の実施に関する事務であつて規則で定め

るものは、次の各号に掲げる事務とし、当該事務を処理するため

に利用することができる同表の右欄に掲げる地方税関係情報又は

生活保護関係情報であつて規則で定めるものは、当該事務の区分

に応じ、当該各号に定める特定個人情報とする。  

（１）  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第７７条第１項第６号に掲げる日常生活上の便宜を図る

ための用具の給付又は貸与（以下この号において「給付等」と



いう。）の事業に係る当該給付等の申請に係る事実についての

審査に関する事務  当該申請をした者又はその者と同一の世帯

に属する者に係る市町村民税関係情報又は生活保護実施関係情

報  

（２）  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第７７条第１項第８号に掲げる移動支援事業に係る利用

の申請に係る事実についての審査に関する事務  当該申請をし

た者又はその者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税関係

情報又は生活保護実施関係情報  

（３）  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第７７条第１項第９号に掲げる地域活動支援センター等

での創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促

進等の便宜を供与する事業に係る利用の申請に係る事実につい

ての審査に関する事務  当該申請をした者又はその者と同一の

世帯に属する者に係る市町村民税関係情報又は生活保護実施関

係情報  

（４）  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第７７条第３項の規定により行う居宅等への訪問により

入浴サービスを提供する事業に係る利用の申請に係る事実につ

いての審査に関する事務  当該申請をした者又はその者と同一

の世帯に属する者に係る市町村民税関係情報又は生活保護実施

関係情報  

（５）  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第７７条第３項の規定により行う障害者等の日中におけ

る活動の場を確保するための事業に係る利用の申請に係る事実

についての審査に関する事務  当該申請をした者又はその者と

同一の世帯に属する者に係る市町村民税関係情報又は生活保護

実施関係情報  

（６）  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第７７条第３項の規定により行う障害者の自動車運転免



許の取得に要する費用を助成するための事業に係る当該助成の

申請に係る事実についての審査に関する事務  当該申請をした

者又はその者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税関係情

報  

（７）  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律第７７条第３項の規定により行う身体障害者の自動車の

改造に要する経費を助成するための事業に係る当該助成の申請

に係る事実についての審査に関する事務  当該申請をした者又

はその者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税関係情報  

第１４条  条例別表第２の中欄に掲げる母子家庭又は父子家庭に対

する給付金の支給に関する事務であつて規則で定めるものは、次

の各号に掲げる事務とし、当該事務を処理するために利用するこ

とができる同表の右欄に掲げる地方税関係情報又は住民票関係情

報であつて規則で定めるものは、当該各号に規定する申請をした

者又はその者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税関係情報

又は住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第４号に

規定する情報とする。  

（１）  受講給付金の対象講座の指定の申請に係る事実について

の審査に関する事務  

（２）  受講給付金の支給の申請に係る事実についての審査に関

する事務  

第１５条  条例別表第２の中欄に掲げる子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）による地域子ども・子育て支援事業の実

施に関する事務であつて規則で定めるものは、次の各号に掲げる

事務とし、当該事務を処理するために利用することができる同表

の右欄に掲げる地方税関係情報又は生活保護関係情報であつて規

則で定めるものは、当該各号に規定する申請をした者又はその者

と同一の世帯に属する者に係る市町村民税関係情報又は生活保護

実施関係情報とする。  

（１）  子ども・子育て支援法第５９条第１０号に掲げる一時預



かり事業に係る利用の申請に係る事実についての審査に関する

事務  

（２）  子ども・子育て支援法第５９条第１１号に掲げる病児保

育事業に係る利用の申請又は利用料の扶助の申請に係る事実に

ついての審査に関する事務  

第１６条  条例別表第２の中欄に掲げる介護サービス等の給付に関

する事務であつて規則で定めるものは、次の各号に掲げる事務と

し、当該事務を処理するために利用することができる同表の右欄

に掲げる地方税関係情報、生活保護関係情報又は介護保険給付等

関係情報であつて規則で定めるものは、当該事務の区分に応じ、

当該各号に定める特定個人情報とする。  

（１）  高齢者に対する住宅改修費の助成の申請に係る事実につ

いての審査に関する事務  当該申請をした者若しくはその者と

同一の世帯に属する者に係る市町村民税関係情報若しくは生活

保護実施関係情報又は当該申請をした者に係る要介護認定若し

くは要支援認定に関する情報  

（２）  金具購入費の助成の申請に係る事実についての審査に関

する事務  当該申請をした者又はその者と同一の世帯に属する

者に係る市町村民税関係情報又は生活保護実施関係情報  

（３）  火災警報器の給付の申請に係る事実についての審査に関

する事務  当該申請をした者又はその者と同一の世帯に属する

者に係る市町村民税関係情報又は生活保護実施関係情報  

（４）  高齢者に対する日常生活用具の給付等の申請に係る事実

についての審査に関する事務  当該申請をした者又はその者と

同一の世帯に属する者に係る市町村民税関係情報又は生活保護

実施関係情報  

附  則  

この規則は、宇治市個人番号の利用に関する条例の一部を改正す

る条例（平成３０年宇治市条例第５７号）の施行の日から施行する。  

附  則  



こ の 規 則 は 、 宇 治 市 個 人 番 号 の 利 用 に 関 す る 条 例 の 一 部

を 改 正 す る 条 例 （ 令 和 ５ 年 宇 治 市 条 例 第 １ ６ 号 ） の 施 行 の

日 か ら 施 行 す る 。  


